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 工事内容
⒜ 技術協力業務
１）業務内容 国道169号上池原トンネル
他工事に係る技術協力業務１式
設計計画１式、現地踏査１式、本体工
設計１式、施工計画・仮設備計画１式
２）予定工期 契約締結日の翌日から業務
完了日（令和７年３月31日）まで。
３）本技術協力業務について、主たる部分
の再委託は認めない。

⒝ 本建設工事
１）優先交渉権が与えられる工事内容 工
事延長Ｌ＝2870ｍ、道路トンネル（Ｎ
ＡＴＭ）（標準部内空断面積53）、掘削
Ｌ＝2778ｍ、覆工Ｌ＝2778ｍ、坑門工
２基、仮設工１式
２）予定工期 契約締結日の翌日から令和
11年３月31日まで。

 本案件は、公共工事の品質確保の促進に関
する法律第18条に規定する「技術提案の審査
及び価格等の交渉による方式」（以下「技術提
案・交渉方式」という。）の技術協力・施工タ
イプの対象工事であり、優先交渉権者として
選定された者と技術協力業務の委託契約を締
結した後、発注者と優先交渉権者との間で、
工事価格等の交渉を実施し、交渉が成立した
場合に、本建設工事の契約を締結する。
 本案件は、技術提案書を提出したものの中
から、技術評価点が最も高い者を優先交渉権
者として選定する。
なお、優先交渉権者と価格交渉が成立しな
かった場合は、次順位の者と同様の手続きを
行い、以降交渉が成立するまで次順位以降の
者と同様の手続きを行う。
 参考額 本建設工事に先立って実施する技
術協力業務の規模は、９百万円程度（税込み）
を想定している。また、本建設工事の規模は、
150億円程度（税込み）を想定している。
 本建設工事は、契約締結後に施工方法等の
提案（技術提案を除く。）を受け付ける契約後
ＶＥ方式の試行工事である。
 本建設工事は、建設キャリアアップシステ
ム義務化モデル工事の試行対象工事である。

 本建設工事は、建設工事に係る資材の再資
源化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。
 本案件は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料並びに技術協力業務に関する参考見積書
（以下「資料」という。）の提出等を電子入札
システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用 本建設工事
は、「総価契約単価合意方式」の対象工事であ
る。本建設工事では、契約変更等における協
議の円滑化に資するため、契約締結後に、受
発注者間の協議により総価契約の内訳として
の単価等について合意するものとする。
 本建設工事は、熱中症対策に資する現場管
理費を補正する試行の対象工事である。
 本建設工事は、建設業法第26条第３項ただ
し書の規定の適用を受ける監理技術者（特例
監理技術者）の配置は認めない。
 本案件は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
また、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
える場合、書面手続きにおける押印等の取り
扱いについて、留意すること。
 本建設工事は、令和７年度予算が成立し、
支出負担行為計画示達がなされることを条件
とするものであり、予算成立の事情により本
案件の業務の優先交渉権者選定通知の日、工
事の価格交渉、工事の優先交渉権者特定通知
の日を変更する場合や取り止める場合があ
る。
また、暫定予算となった場合は、予算措置
が全額計上されているときは全額の契約とす
るが、全額計上されていないときは、本予算
成立までの間について、全体の契約期間に対
する暫定予算の期間分のみの契約とする。

 本建設工事は、公示時には事業用地は未買
収であり、工事契約するまでに事業用地を買
収し、引き渡しが完了している条件としてい
るが、用地買収の事情により、本案件の業務
の優先交渉権者選定通知の日、工事の価格交
渉、工事の優先交渉権者特定通知の日を変更
する場合や取り止める場合がある。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしている単体有資格
業者、又は次に掲げる条件を満たしている者
により構成される特定建設工事共同企業体
（以下「特定ＪＶ」という。）であって、「競争
参加者の資格に関する公示」（令和６年10月４
日付け近畿地方整備局長）に示すところによ
り近畿地方整備局長から「国道169号上池原
トンネル他工事」に係る特定ＪＶとしての競
争参加資格（以下「特定ＪＶとしての資格」
という。）の認定を受けている者であること。
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
⒝ 近畿地方整備局における令和５・６年度
一般競争（指名競争）参加資格「一般土木
工事」の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競
争（指名競争）参加資格の再認定を受けて
いること。）。
また、技術協力業務の優先交渉権者選定
通知の日までに、近畿地方整備局における
令和５・６年度「土木関係建設コンサルタ
ント業務」に係る一般競争（指名競争）参
加資格の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競
争（指名競争）参加資格の再認定を受けて
いること。）。

⒞ 近畿地方整備局における一般土木工事に
係る一般競争（指名競争）参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算
定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること（上記⒝の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
⒟ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記⒝の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
⒠ 平成21年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した下記１）から３）までの要
件を満たす工事（発注機関は問わない。）の
施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
もの、乙型共同企業体構成員としての実績
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事のものに限る。また、事
業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
１）ＮＡＴＭ工法によるトンネル工事。
２）トンネル代表内空断面積（覆工後の内
空断面積）が45以上。
３）トンネルの施工延長が、掘削1400ｍ
以上、かつ覆工1400ｍ以上であること。
ただし、上記１）から３）までは、同一
工事の実績であること。
なお、特定ＪＶ及び経常建設共同企業体
（以下「経常ＪＶ」という。）にあっては、
構成員のうちの１社が平成21年度以降に元
請として完成し、引渡しが完了した同種工
事の実績を有するとともに、その他の構成
員はそれぞれ平成21年度以降に元請として
完成し、引渡しが完了した下記４）及び５）
の要件を満たす工事（発注機関は問わな
い。）の施工実績（以下「その他構成員の実
績」という。）を有すること（甲型共同企業
体構成員としての実績は、出資比率が20％
以上の場合のもの、乙型共同企業体構成員
としての実績は、出資比率にかかわらず各




		2024-10-03T14:45:48+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み


	



